
高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

取組項目 実施時期 取組機関

・対象となる全要配慮者利用施設における避難確保計
画の作成、更新および避難訓練の実施を支援し、適宜
協議会の場において状況を確認する

引き続き
実施

高島市
滋賀県

①避難確保計画作成状況（令和７年３月31日時点） ※（ ）は、令和６年３月31日時点

１．要配慮者利用施設における避難計画の作成
及び避難訓練の実施
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②避難確保計画の作成支援

・災害救助市町担当者会議における情報提供

・高島市における各施設への支援や課題等

高島市
滋賀県 流域政策局

資料２－２

施設で行われた避難訓練の様子

通知文書



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

１．要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施
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・県庁内関係部局の連絡調整会議

令和６年10月25日付け
事務連絡

滋賀県 流域政策局

・［参考］平成30年７月豪雨（岡山県倉敷市真備町）について

・市町地域防災計画に位置付けられた要配慮者利用施設の調査



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

取組項目 実施時期 取組機関

・対象となる全要配慮者利用施設における避難確保計画の作成、更新および避難訓練の実施を支援し、適宜協議会の
場において状況を確認する

引き続き
実施

高島市
滋賀県

要配慮者利用施設における避難計画の作成支援（当地域に限らず、県内での取組）

取組内容：施設が作成した避難計画や防災計画について、内容を確認し、気象情報の活用方法などについて、助言している。

目 的：関係機関との対話を通じ、関係機関が防災気象情報を要配慮者の早期避難に活用できるよう、調査検討や普及啓発等を行う
内 容：災害時に想定される状況を分かりやすく解説することで、関係団体による計画策定を支援する

関係団体との連携

・障碍者団体（障碍の種類ごとに様々な団体）
・社会福祉協議会等の福祉関連団体
・ライフセービング協会
・要配慮者利用施設
（社会福祉施設、学校、医療施設）など

新たな様々な団体との関係強化

・市町村
（防災部局・福祉部局）

・県
（福祉部局・教育委員会、観光部局）

など

新たな様々な部署との関係強化

○要配慮者利用施設における避難計画の作成
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１．要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施 彦根地方気象台



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

２．多機関連携型タイムラインの拡充

取組項目 実施時期 取組機関

・「タイムライン（防災行動計画）策定・活用
指針」等に基づくタイムラインを作成、更新
および運用する

引き続き
実施

高島市
滋賀県
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2017年9月14日

高島土木事務所

時系列 発生事象

120時間前 　台風発生 ◇

７２時間前 　上陸等の可能性大

□

□

□

□

地先の安全度マップの危険区域の再
確認

テレメーター等稼働状況の再確認
（欠測の有無等）

□

□

□ 通行止や応急復旧対応の資機材・
労働力(ｶﾞｰﾄﾞﾏﾝ含）の把握

□

□

石田川ダムのゲート操作等の配置確
認

天川ダムの流量等確認

□ 水防警報の受信確認
　 □ 麻生古屋梅ノ木線（100mm）

□　通行止指示
□　関係機関へ情報提供
□　道路情報板の切替

□ 警戒第２号体制
[第一配備２号体制]
(水防２～３班体制）

□ 水位周知情報の受信確認 □ 小浜朽木高島線（110mm）
□　通行止指示
□　関係機関へ情報提供
□　道路情報板の切替

□ 白谷野口線（120mm）
□　通行止指示
□　関係機関へ情報提供
□　道路情報板の切替

□ 土砂災害警戒情報の受信確認 □

土砂災害警戒情報発表 □
 □  「水位情報河川」 の情報提供（FAX）

□ □ 庁内各機関へ警戒本部体制配備
の指示

□ 市災害警戒本部設置

□

(担当職員 ← 各協会員）

□ 被災箇所や重点ﾊﾟﾄﾛｰﾙ箇所に係る
協会等とのﾊﾟﾄﾛｰﾙ分担検討

□

特別警報(大雨）発令 □ 災害対策本部設置
高島地方本部設置

□ 応急復旧工事等の実施

台風滋賀県接近 □ [第二配備体制]
（水防半数待機）

□ ﾊﾟﾄﾛｰﾙを実施できる協会員の選
定および報告(協定書第３条(4)
細目協定書第5条　様式2）

□ □ □ 協会員へのﾊﾟﾄﾛｰﾙの指示

□ ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施（協定書第３条(5)）

□

０時間

１時間後

□ [第三配備体制]
（水防全班待機）

□ 協会員への応急復旧工事の指示

□ 応急復旧工事の実施（協定書第３
条(5)）

□
□ 市の被害情報の整理を確認後、

連絡員へ派遣終了指示

（災害発生から）

速やかに □ 災害日時、場所、規模、応急措置等について、写真やメモ入れ等により地方本部に報告 □
土木事務所に被害状況等の情
報収集を行う

　　～２日以内 □　　

　　～10日以内 □　　

４８時間前

大雨洪水注意報発令

　台風滋賀県直撃
　の可能性の予報

□

□

水防体制の確認
（待機班の決定）

警戒第１号体制
[第一配備１号体制]
（水防１班体制）

異常気象時の通行止区間の資材（ﾊﾞ
ﾘｹｰﾄﾞ、看板等）確認

情報表示板の動作確認

２４時間前
台風に関する特別警報
発令の可能性の報道

気象情報の収集 －常に備える－ －常に備える－ －常に備える－

水防体制の確認（班長等出動状況の把握）

随時、建設業協会高島支部連絡責任者と所在確認
－常に備える－

高島土木事務所の対応 単価契約業者の対応
建設業協会高島支部の

対応
市の対応

(水防活動団体）

台風接近による大規模水害対策のタイムライン
防災関係部局の対応

(地方本部）

□

□

□

応急復旧に協力できる資機材・労
働力の再把握および県への情報
提供（細目協定書第6条）

連絡担当者の所在確認

支部会員の所在確認

(次長 → 事務長）

(次長 ← 事務長）

災害警戒地方本部の設置および
部員の招集災害警戒本部設置

高島地方本部設置

１２時間前 大雨洪水警報発令

 【通行規制する路線】

□ 通行止対応（ｶﾞｰﾄﾞﾏﾝの配置等）

８時間前

西浅井マキノ線（120mm）
□　通行止指示
□　関係機関へ情報提供
□　道路情報板の切替

□

五番領安井川線（切通し）
□　通行止指示
□　関係機関へ情報提供
□　道路情報板の切替

通行止箇所の点検後、通行止解除

（監督者 ⇔ 現場代理人）

(連絡担当者 ← 連絡担当者）

(連絡担当者 ← 連絡担当者）

(連絡担当者 ← 連絡担当者）

全会員への協力要請の連絡（細
則第2条）と一斉メールの送信（出
動可否や資機材の確保状況の報
告を求める。）

上記集計後、県に報告（細目協定
書第2条）

連絡担当者の派遣（協定書第９条
第２項）

会員所在近辺の施設の被害状況
の把握および県への報告(協定書
第３条(1)　細目協定書第5条　様
式2）

施設供用の支障となる軽易な支
障物の除去等および県への報告
(協定書第３条(2)　細目協定書第5
条　様式2）

(提示：連絡担当者 ⇔ 連絡担当者）

(指示：連絡責任者 ⇔ 連絡責任者）

(連絡責任者 → 連絡責任者）

□

□

□

□

(提示：連絡担当者 ⇔ 連絡担当者）

(指示：連絡責任者 ⇔ 連絡責任者）

(監督者 ⇔ 現場代理人）

災害対策地方本部の設置および
部員の招集

庁内各機関へ対策本部体制配備
の指示

災害対策地方本部員会議の開催

□

□

□

□

□

市災害対策本部設置

避難準備情報

避難勧告判断：県に助言を求
める（タイミング、エリア）

住民へ避難勧告等

□

□

□

※１　台風接近に伴って執るべき行動の忘備であり、事態によって臨機応変に対応すること。

※２　土木事務所の「連絡責任者」は次長、「連絡担当者」は各課長です。

被害調査（第1報）　県庁に報告

災害報告書　県庁に提出

【安全と思われる範囲で、「施設の
被害状況の把握および県への連
絡」や「施設供用の支障となる軽
易な支障物の撤去等」の自主的な
協力。（協定書第2条第4項）】

被災河川や天井川等の重要河川の
ﾊﾟﾄﾛｰﾙ（検討結果に基づく鴨川、安
曇川、石田川、百瀬川、知内川のﾊﾟﾄ
ﾛｰﾙの実施）

通行規制する路線以外の被災区間
の重点ﾊﾟﾄﾛｰﾙ

応急復旧工事を実施できる協会
員の選定および報告(協定書第３
条(4)　細目協定書第5条　様式2）

台風が滋賀県に
最接近

６時間前

～３時間前

□

□

□

庁内各機関へ連絡員の派遣準備
指示

災害警戒地方本部員会議の開催

市への派遣連絡員の確認

情報板切替
（台風情報、大雨情報等）

被災箇所や重点ﾊﾟﾄﾛｰﾙ箇所に係る
協会等とのﾊﾟﾄﾛｰﾙ分担検討

２時間後～

【発注工事現場の確認】
□ 工事現場のパトロール・点検

□ 連絡体制の確認

□ 占用等工事個所の確認

【パトロール用公用車の準備確認】
□ ガソリン補充

□ パトライト動作確認等

【機材の準備再確認】
□ 懐中電灯（乾電池含む）、誘導灯等の常備品

□ チェンソー等（燃料のストック）

□ ライフジャケット

□ 作業用カラーベスト

□ タブレット、携帯電話の充電状況

配備体制 河川関係 道路関係

待機 準備 出動

【安曇川】 □ □ □

【知内川】 □ □

【百瀬川】 □ □

【鴨 川】 □ □

【石田川】 □ □

【単契業者（現場代理人等）との電話協議】
□ 連絡先に変更がないか。

□ 資機材等の準備

【水防待機中 適宜】

□ 重点ﾊﾟﾄﾛｰﾙ箇所等のﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施

□ 被害状況等の情報収集および整理

□ 被災箇所等の応急仮設工事等の計画・立案

□ 被害状況等の県庁主管課への報告

□ 地方本部への報告（本部設置時のみ）

□ 被災箇所や堤防決壊防止等のための具体の応急仮設工事の提示・指

示

(大規模・多発等 協定書第1条(2) 様式１別紙）

□ 単価契約による応急仮設工事等指示(小規模工事）

□ 応援協定の協力要請の可能性を支部に伝達

大規模土砂崩れ等

【対策本部設置時 適宜】

□ 被害状況等の情報収集

□ 情報の整理

□ 市との連絡調整

□ 水防班との連絡調整

□ 防災情報ｼｽﾃﾑへの入力

□ 対策本部への報告

□ 応援協定に基づく協力要請 (協定書第1条 様式１）

適宜、高島土木と建設業協会高島支部による被害調査、現場協議

水
防
団
待
機
水
位

【安曇川】

□ 氾濫警戒情報

(避難判断水位到達情報）

氾
濫
注
意
水
位

□ 具体のﾊﾟﾄﾛｰﾙ箇所の提示・指示(協定書第1条(2) 様式１別紙）

【警戒本部設置時 適宜】

□ 被害状況等の情報収集

□ 情報の整理

□ 市との連絡調整

□ 水防班との連絡調整

□ 防災情報ｼｽﾃﾑへの入力

□ 警戒本部への報告

□ 管理施設の被害状況調査

河川等の被災

【警戒第２号体制時 適宜】

□ 被害状況等の情報収集

□ 情報の整理

□ 市との連絡調整

□ 水防班との連絡調整

□ 防災情報ｼｽﾃﾑへの入力

□ 連絡員の派遣

【重点パトロール箇所の再確認（河川、道路）】
○被災河川や天井川等

・鴨 川 ： H25破堤箇所（宮野地先）、越水箇所（万年橋上流）

・安曇川 ： 常安橋、安曇川大橋、川島、南船木、北船木、太田地先

・石田川 ： H25越水箇所（岸脇、大床）

・百瀬川 ： 百瀬隧道上下流部

・知内川 ： 国道１６１号より下流

※上記の他、水位計が故障している箇所

※工事個現場で必要な個所

○被災道路や過去の崩落個所等

・国道３０３号 ： 梅原～杉山間

・国道３６７号 ： 保坂～栃生間

・西浅井ﾏｷﾉ線 ： 全線

・小浜朽木高島線 ： 麻生地先（R367交差点～木地山間）

□ 建設業協会高島支部の連絡担当者の常駐

★ ★ ★ 災害発生 ★ ★ ★

□ 水防箇所（切通し）の確認

気象台
行動内容

関西電力送配電 ＮＴＴ西日本 高島市(土木) 高島市(防災) 高島土木事務所
県本部

(防災危機管理局)
(道路保全課)

1

2

3

4 ○大雨注意報発表 ○水防待機　連絡員1名 ○水防待機　１班 ○災害警戒準備体制(防災)

（警戒1-1号体制【第１配備】） ○水防待機　１班(道路)

5 ※政策部と都市整備部が交代で１名

6 ○大雨警報発表 ○警戒1-2号体制【第１配備】 ○警戒1-2号体制【第１配備】 ○水防待機　2班　(土木) ○災害警戒体制(防災)

7 〇警戒２号体制【第１配備】 〇警戒２号体制【第１配備】 ○第2号配備体制(防災) ○水防待機　2班(道路)

8 ○パトロール、通報対応

9

10

1 〇災害警戒本部体制【第２配備】 〇災害警戒本部体制【第２配備】 ○災害警戒地方本部設置 ○災害警戒本部設置

2 ○パトロール、通報対応

1

2

3

4

※2つ以上の土木管内で土砂災害警
戒情報が発表

防災タイムライン（風水害）

ステージ1【大雨注意報】 ： トリガー ： 大雨・洪水注意報

ステージ2【大雨警報】 ： トリガー ： 大雨・洪水警報

ステージ0（立ち上げ）【７２時間前～〇〇時間前】 ： タイムラインの立ち上げ　　　　　トリガー ： 大雨・台風等説明会

ステージ3【災害警戒本部】 ： トリガー ： 土砂災害警戒情報、大規模停電等

○体制の検討
○関係機関と体制・連絡先確認

○台風（大雨）説明会の検討
○台風（大雨）説明会の開催

○体制の検討
○関係機関と体制・連絡先確認

○体制の検討
○関係機関と体制・連絡先確認

○体制の検討
○関係機関と体制・連絡先確認

○体制の検討
○関係機関と体制・連絡先確認

○体制の検討
○関係機関と体制・連絡先確認

停電が発生した場合、

停電規模、範囲により

警戒本部もしくは

非常災害対策本部

通信障害が発生した場合、

発生のおそれがある場合

情報連絡室

もしくは災害対策本部の設

置

（通信障害の規模による）

高島市

高島土木事務所 高島市
滋賀県 流域政策局
高島土木事務所



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告
○防災タイムラインの例（竜王町）

5

河川水位・センサー、ダム情報について記載

最



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

2025/4/14

気象情報 河川・砂防情報

配備体制 危機管理課 建設部（道路河川課・建設管理課） 消防本部（団）

【彦根市】大規模水害対策タイムライン R6年度版

時系列
発生事象

彦根警察署の対応

０時間
台風、湖東土木へ
最接近

□  避難場所運営（職員増強・備蓄品の配布）
□  道路、河川、家屋、人的被害の把握
□  被害状況の報告（防災情報システム）
□  被害発生による外部機関要請の判断
□  応援協定先との調整

６時間前

～３時間前

特別警報（大雨）

台風滋賀県接近

□

□

□

□

彦根警察署現地対策本部の設置

彦根署第二機動隊召集

彦根署「大規模災害等緊急事態
発生時の初動対応マニュアル」に
基づき行動

自治体への職員の派遣

□　災害対策本部設置（災対第２配備）
　   係長級以上全職員招集

□  災害対策本部設置（災対第３配備）
　   全職員招集
□　氾濫注意水位を超過し、なお上昇のお
それ
　　 があるとき、もしくは、水防警戒河川に
あっ
　　 ては出動の警報を受けたときは、消防
長に
　　 対し、水防団の出動を命ずる。

□  警戒レベル３　高齢者等避難情報発令
    ・避難場所開設
    ・総合配信システム（緊急通報・一般配信）・
      ホームページ・・X（旧ツイッター）・ＦＭひこ
ね・
     同 報系屋外放送・防災アプり（Yahoo！防災
     速報）・車両広報にて発信
    ・県防災情報システムにて報告

□  警戒レベル４　避難指示発令
    ・総合配信システム（緊急通報・一般配信）・
     ホームページ・X（旧ツイッター）・ＦＭひこね・
     同報系屋外放送・防災アプり（Yahoo！防災
     速報） ・車両広報
    ・県防災情報システムにて報告

□  SISPADで河川の水位、降水量の確認（適宜）

□  河川監視カメラ（5河川7台）で状況を把握
     （適宜）
     ※確認できない河川については必要により
　　パトロールを実施

□  市内監視カメラ（3箇所4台）で状況を把握
　　（適宜）

□  通報に基づいて現地確認
    （市道、急傾斜地、水路、河川等）

□  増水河川に架かる橋梁、浸水した道路（ア
      ンダーパス等）については状況により通
      行止（危機管理課、警察へ連絡）

□  ダム放流通知により現地の状況確認

□  水防警戒活動の実施
   　河川状況（湧水等）

□  車両広報（避難誘導）（団）

□  車両広報、避難誘導

□  災害発生時の対応
     災対本部への報告

　　※必要に応じて応援要請

　　　　　　　　　　↓
　　※受援体制の確立

土砂災害警戒情報

水防団待機水位超

氾濫危険水位超過

氾濫注意水位超過

避難判断水位超過

○○川堤防決壊０時間

6

○防災タイムラインの例（彦根市）

滋賀県と連携
水防法第十二条（水位の通報及び公表）
水防法第十三条（国土交通大臣又は都道府県知事が行う洪水に係る水位情報の通知及び周知）

彦根警察署と連携
水防法第二十二条（警察官の要求）



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

４. 土砂災害リスクの現地表示３. 土砂災害リスク箇所の調査と区域の指定

Ｒ６年度に実施した看板設置の意向確認結果をもとに
看板整備計画を作成し設置を進める。

大型標識 （例） 電柱添架型標識（例）

５. 防災教育の促進

平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

令和6年度は6月1日から9月15日の期間で「土砂災害防止に関
する絵画・作文コンクール」を実施した。小中学校あわせ24校
から絵画155点、作文71点の応募があった。

調査完了次第
区域指定

【概略調査】 （抽出）

【概略調査】 （抽出） 【詳細調査】

（令和５年度～令和９年度)

２巡目調査+詳細な地形データを用いた抽出・調査
目的 ： 区域指定・見直し

１．指定済み箇所（2巡目調査） ※概ね5年毎に実施

航空写真や地形データ、施設台
帳、市町への聞き取り等により、
地形の状況、土地の利用状況、
施設の整備状況、警戒避難体
制の整備状況等に変化・進捗の
あった箇所を抽出

1)航空レーザ測量により取得し
た詳細な地形データを用い、地
形要件・社会要件に合致する箇
所を抽出

1)１巡目調査以降に変化のあった箇所

①～④のうち、変化のあった項目の
調査

①地形に関する調査

②土地の利用状況関する調査

③対策施設等の設置状況に関する
調査

④警戒避難体制に関する調査

２．新規箇所
1)詳細な地形データを用い抽出された箇所

【詳細調査】

①～④の調査

R6～現在実施中

基礎調査・区域指定の流れ

※R6年度は区域設定業務を契約し、現在も継続して詳細調査を実施している

航空レーザ
測量

調査対象箇
所の抽出

詳細調査 区域指定
（新規・見直し）

R5実施完了

取組項目 実施時期 取組機関

・土砂災害防止法に基づく基礎調査を実施する 引き続き
実施 滋賀県

取組項目 実施時期 取組機関

・リスク情報の更新に応じて、水害危険性および土砂
災害の危険性について情報共有するとともに周知を
行う

引き続き
実施

高島市
滋賀県

取組項目 実施時期 取組機関

・県内の小中学校を対象とした土砂災害防止に関する
絵画作文コンクールを実施する

引き続き
実施 滋賀県

7

滋賀県 流域政策局



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

8

６．ダム等の洪水調節機能の向上・確保 滋賀県 流域政策局



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告
７．国土強靱化対策に基づく河川整備、土砂災害防止施設整備 滋賀県 高島土木事務所

9

河川整備５か年プラン（第３期）



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告
７．国土強靱化対策に基づく河川整備、土砂災害防止施設整備

取組項目 実施時期 取組機関

・「防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策」に基づき、氾濫防止対策を実施する／土砂・流木補足効果の高い透過型砂防
堰堤等の整備を実施する。

引き続き
実施 滋賀県

・「防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策」に基づき、流域治水対策として河川整備等を実施する／人命への著しい被害
を防止する砂防堰堤、遊砂地等の整備や河道断面の拡大等の整備を実施する。

R8.3まで
（概成） 〃

・「滋賀県河川整備５か年プラン（第３期）【高島土木事務所管内】」（別紙１）により河川改修を実施する／堤防強化を実施する 引き続き
実施 〃

・高島土木事務所管内維持管理計画に基づく維持管理を実施する 〃 〃

滋賀県 高島土木事務所

10

①ガニ川砂防事業

（マキノ町山中）

②正谷川砂防事業

（マキノ町下）

③知内川支流砂防事業

（マキノ町浦）④百瀬川砂防事業

（マキノ町新保）

高島土木事務所

⑤一の瀬川障害防止事業

（安曇川町上古賀）

⑥安曇川支流砂防事業

（朽木市場）

写真⑤ 一の瀬川：渓流保全工（R6.3撮影）

写真① ガニ川：堰堤工（R6.8撮影）

写真③ 知内川支流：堰堤工（R6.11撮影）

写真⑥ 安曇川支流：堰堤工（R6.12撮影）

写真① 百瀬川：床止め工（R6.3撮影）

写真④ 青井川放水路（R6.3撮影）

写真③ 安曇川：護岸工（R6.7撮影）

写真② 石田川：護岸工（R6.12撮影）

写真④ 百瀬川：遊砂地（R6.8撮影）

写真② 正谷川：堰堤工（R6.11撮影）

写真⑤ 小田川：浚渫（R6.12撮影）

①百瀬川河川事業

（マキノ町沢）

②石田川河川事業

（今津町下弘部）

③安曇川河川事業

（新旭町新庄）

④青井川河川事業

（安曇川町三尾里）

⑤小田川河川事業

（勝野）

10



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

８．重要水防箇所の共同点検

取組項目 実施時期 取組機関

・１級河川における重要水防箇所について、河川管
理者と市が共同点検を実施する

引き続き
実施

高島市
滋賀県

・平成30年に６河川の特に重要な水防区域から共同点検箇所を選定
（令和２年からは八王子川を除く５河川）
・令和６年５月29日に県と高島市で共同点検を実施、重要水防箇所

等を情報共有。

11

石田川

八田川

滋賀県 高島土木事務所



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

９．円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する取組

12

取組項目 実施時期 取組機関

・防災対策や住民の避難行動の判断をより分かりやすく
するため水位計やCCTVカメラの情報を提供（配信）

引き続き
実施 滋賀県

https://shiga-bousai.jp/ccwl/ccwl_list.php?

滋賀県 流域政策局



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

10．円滑かつ迅速な避難のための取組

取組項目 実施時期 取組機関

・学校の要請に応じて小中学校と連携した
防災に関する出前講座の取組を実施する

引き続き
実施 滋賀県

11．被害軽減のための取組

取組項目 実施時期 取組機関

・自主防災組織の体制づくりを支援する
（組織の育成や立上げサポート等）

引き続き
実施 滋賀県

13

滋賀県 防災危機管理局



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

12．水害・土砂災害リスクの高い地区における取組の推進

取組項目 実施時期 取組機関

・特にリスクの高い地区では、水害・土砂災害に強
い地域づくり（そなえる対策）の取組を実施する

引き続き
実施

高島市
滋賀県

・特に水害リスクの高い地区では、水害に強い地域
づくり（とどめる対策）の取組を実施する

引き続き
実施

高島市
滋賀県

①重点地区での取組について

 「地先の安全度マップ」（1/200年確率の雨）の場合に、３m以上浸水するおそれ
がある県内約50地区を重点地区とし、取組を進めている。

 取組内容は、将来にわたって安全な地域を作るため「そなえる」対策と「とどめる」
対策を両輪で進めている。

 「そなえる」対策は、各地区の図上訓練、避難計画を検討及び避難訓練の実施。
 「とどめる」対策は、２階に避難しても命に危険がある区域（３m以上浸水するお

それがある区域）を「浸水警戒区域」として指定することを目指し、安全な住まい
方のルールを検討。

滋賀県流域治水の推進に関する条例に基づく
浸水警戒区域の指定に係る重点地区の取組方針 令和3年3月

滋賀県 流域政策局

14



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

朽木野尻区

朽木村井区

②各地区の取組状況（そなえる対策、とどめる対策）

③県内の浸水警戒区域の指定状況

市町 地区名 市町 地区名 市町 地区名

大津市 大石富川 長浜市 西浅井町余 木之本町川合 甲賀市 信楽町黄瀬

東近江市 きぬがさ町(3地区) 余呉町菅並 木之本町古橋 信楽町勅旨

葛巻町 余呉町上丹生 信楽町牧

米原市 村居田 余呉町下丹生 信楽町江田

醒井 木之本町大見 信楽町神山

木之本町石道 水口町三本柳

15

滋賀県 流域政策局
高島土木事務所

重点地区位置図
（基図は地先の安全度マップ）

高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

朽木村井区での取組状況
R06.07.28 役員協議
R06.11.24 住民WG（出前講座、避難計画の策定（更新）周知）

防災マップ・タイムライン更新版

朽木野尻区での取組状況
（霞堤の嵩上げ要望あり→検討結果を報告）

R06.11.15 役員説明
R06.12.15 住民説明

→嵩上げ高の検討結果を報告。
北川量水標監視に関する要望あり。

R07.03.05 役員協議
→要望内容の確認。

防災マップ・タイムライン更新版

（計21地区）

－：地元協議等により不要、

取組以前に地元で実施済み

高島市

高島土木事務所

朽木野尻 朽木村井

「
そ
な
え
る」
対
策

出前講座等 H27 H28

図上訓練等 H28 H29

まちあるき H28 H28

防災マップの作成 H28 H29

避難計画の策定 R5 R6

簡易量水標の設置 H28 R1

既存避難所の適格審査 R3

避難訓練 R3

まるまち看板
（水害・土砂災害）

「
と
ど
め
る」

対
策

浸水警戒区域（素案）作成 H28 H29

浸水警戒区域の検討

浸水警戒区域の指定

避難計画の確認等

水害に備えた取組支援
R6 (安曇川霞堤

対策の協議)



高島地域の取組方針に基づく令和６年度の取組報告

○被害軽減の取組

水防・土砂災害に関する広報の充実

高島市

取組項目 実施時期 取組機関

・自主防災組織の体制づくりを支援する
（組織の育成や立上げサポート等）

引き続き
実施 高島市

16

１．自主防災組織

市内には現在202の区・自治会があり、そのうち185の団体で自主防災組織が設置され、地域防災に努められている。

市の地域防災計画では、災害を未然に防止し、対処するため、住民の共助精神に基づく自発的な防災組織（自主防災組織）

の充実を図り、地域の有するすべての機能が十分に発揮されるよう努めることとしており、市では自主防災組織に対し、消防

用小型ポンプや消防防災資器材を整備した場合に自主防災組織活動補助金を交付し、地域防災力向上を図っている。

地区防災計画は、自主防災組織が地域や集落を守るために自主的に策定する地域の防災活動指針を指す。

令和６年度に実施した防災研修会や出前講座等で地区防災計画の重要性を説明し、未策定の区・自治会に対し依頼を行う等

機会をとらえて計画策定を推進した結果、マキノ地域（高木浜自治会）、今津地域（南新保区、北深清水区）、安曇川地域

（十八川区、南船木区）、新旭地域（やわらぎ北の町自治会、ウッディパーク自治会）から計画の提出があった。今後も様々

な機会をとらえて自主防災組織で地区防災計画を策定してもらうよう働きかけていく。

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

自主防災組織（団体） １８２ １８２ １８２ １８４ １８５

地区防災計画策定
（件）

９６ １０４ １０６ １２０ １２６

策定率（％） ５２．２ ５７．１ ５８．２ ６５．２ ６８．１

２．地区防災計画


